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2024年2月5日
広域系統整備委員会事務局

第74回 広域系統整備委員会
資料１

東地域の広域連系系統に係る計画策定プロセス



2今回の説明内容

◼ 第72回広域系統整備委員会では、全体の系統構成の方向性、海底ケーブルルートの検討状
況、ケーブルおよび交直変換装置の設備構成案についてご確認いただいた。

◼ 本日は、以下の２点についてご確認をいただきたい。

・系統構成案の比較結果

・海底ケーブルにおける防護方法の選定状況

なお、本日のご議論を踏まえ、次回以降の本委員会にて、工事費・工期等についてご審議をい
ただくこととしたい。



3東地域の計画策定プロセスにおける検討項目の全体像

◼ 北海道～東北～東京間の日本海ルート２GWを基本に地域間連系線増強等を検討。
本日は、系統構成（HVDCと地内交流系統との接続含む）、海底ケーブルの防護方法につい
て、ご確認いただく。

北海道

東北

東京

変換所

変換所

洋上
風力

洋上
風力

風力

①連系線ルート/方式（海底直流送電等）
・海底直流送電の実現性検討（海域実地調査）、
ルート・工法・構造の一体検討、揚陸地点
・陸上の直流、架空交流による送電ルートとの比較

②交直変換装置
技術動向調査、機器構成案の比較検討

③交流系統と直流系統の連系地点
地内の状況を踏まえた連系地点選定

④地内系統
地内系統増強、再エネ大量導入の系統影響評価と対応

① ②

③

④

＜整備概要と主な検討内容＞

⑤事業推進に資する検討
ファイナンス面からのリスク評価など

変換所

※上図は検討内容の項目を整理するためのイメージであり、増強概要を
示したものではない。

⓪,⑤

⓪系統構成
・新設HVDCの接続エリアの検討
（北海道～東北～東京間）

＝今回ご説明
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⓪系統構成
③交流系統と直流系統の連系地点
④地内系統（※HVDCと地内交流系統との接続）



5北海道の交直連系地点について

◼ 第70回の委員会で説明したとおり、北海道交流系統への連系先については、電源動向や既設
系統の構成を踏まえると、系統が比較的強靭で変換器同時停止のリスクが低い道央が優位。

◼ また、道央では石狩と後志が候補となるが、後志はケーブルの亘長を約200km短くでき、工
事費や工期の面で優位であることから、後志エリアでの連系を前提とする。

道 央 道 南

概
要
図

特
徴
な
ど

・既存系統がループ構成で比較的強靭なため、道央以
南の地内系統の増強・新設が少なく他箇所と比較し
て有利。また、変換器の安定運転面でも有利である。
・石狩と後志を比較すると、系統影響は同程度。
後志は、ケーブル亘長は短くでき、工事費の低減や工
期の短縮が図れる。

・既設送電線の潮流が南向きの傾向であり、HVDCに
より更に南向き潮流が増加し、道南の地内系統の増
強・新設が必要となる見込み。
・北本・新北本を含めて、北海道の末端の道南に変換
器が集中することから、交流系統事故時の変換器同
時停止のリスクが高くなる。

洋上風力 連系線 主な潮流方向既設送電線

※上図は、系統状況から接続先を検討したものであり、揚陸の候補地点等は別途検討中。

西当別
旭川嵐山

北新得西野

西中川

西当別
旭川嵐山

北新得西野

西中川

HVDC

道央以北の再エネにより南向
き潮流が増大する。
道南に変換器が集中するた
め、交流系統事故時の変換
器同時停止リスクが高くなる

道央以北、道南からの潮流を
集めてHVDCへ送ることとなる。

道南の再エネが北向きに流れる
ことで、南向き潮流の緩和も期
待

1.1
GW

1.3
GW

1.1
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1.3
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1.4
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石狩
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6東北の交直連系地点について

◼ HVDCの東北交流系統への連系先については、日本海側で500kV設備があり、周辺の電源
ポテンシャル地域からの電力を効率的に送電できる秋田エリアが優位。

◼ そのため、東北は秋田エリアでの連系を前提とする。

秋田エリア（500kV） 津軽半島エリア（275kV）

概
要
図

特
徴
な
ど

•交流系統に接続する日本海側の洋上風力をHVDCへ
効率的に送電することができる。
•また、HVDCから東北エリアで受電する場合、東北北部
エリアにおける募集プロセスにて整備を進めている日本
海500kV系統に潮流を流すことにより、地内の潮流
ネックは比較的生じにくい。
•ただし、HVDCから東北エリアで受電する場合、交流系
統で東京までの長距離送電をする際は、同期安定性
制約による運用容量制約に留意が必要。

•接続点周囲に500kV系統が無く275kV連系となる
ため、HVDCに送電する場合およびHVDCから受電す
る場合のいずれも、地内の潮流ネックが生じやすい。
•既設の直流設備である今別変換所と同一エリアの連
系となるため、交流系統側の影響による同時脱落のリ
スクがある。

連系線 主な潮流方向（東北で受電する場合）既設送電線洋上風力

※上図は、系統状況から接続先を検討したものであり、揚陸の候補地点等は別途検討中。
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7東京の交直連系地点について

◼ HVDCの東京交流系統への連系先は、日本海側に位置する500kV設備である南新潟幹線ま
たは新新潟幹線への連系を前提とする。

連系線 主な潮流方向既設送電線

新新潟幹線 南新潟幹線

※上図は、系統状況から接続先を検討したものであり、揚陸の候補地点等は別途検討中。

HVDC



8（参考）第58回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料1
（2023年12月15日）



9全体の系統構成案

◼ 第71回本委員会(2023.11.10)にて、北海道～東北～東京エリア間の連系線増強の構成
案について、日本海ルート2GWのHVDC送電を基本に、以下の３案を提示した。

◼ ３案比較について、これまでのご議論を踏まえ深堀検討を行った結果を次頁以降に示す。

第72回広域系統整備委員会(2023年12月8日)資料1-2



10（参考）第58回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料2
（2023年12月15日）



11全体の系統構成案の定性的評価

◼ 第72回本委員会(2023.12.8)では、３案の特徴を示して定性的な評価を行った。

◼ その結果、B案は、A案・C案に対し設備信頼度や運用の柔軟性の面から劣後することをご確
認いただいた。また、A案とC案については、引き続き、送電容量の向上効果など定量的な情報
により、更なる評価の深堀りを行うこととしていた。

第72回広域系統整備委員会(2023年12月8日)資料1-2を一部修正

Ａ・Ｃ案と
比べ劣後

今回
深堀り

今回
深堀り



12［A案］北海道～東北～東京間 HVDC 2GW新設の概要

◼ A案は、北海道-東北-東京の既設系統をバイパスする形でHVDCを構成するものであり、各エリ
ア間で200万kWの連系容量拡大が期待できる。

北海道→東北
120万kW

東北→東京
1,028万kW

北海道→東北
320万kW

（+200万kW）

東北→東京
1,228万kW
（+200万kW）

【増強前】 【増強後】

効 果：北海道～東北～東京まで
連系容量を200万kW拡大

＜連系線容量＞ ＜連系線容量＞

東北地内ﾌｪﾝｽ
630万kW

東北地内ﾌｪﾝｽ
630万kW

HVDC:2GW新設

※交流系統の容量は現時点で想定される電源稼働・需要の条件に基づき算定した値であり，将来の電源の動向等により変わる可能性あり



13［C案］北海道東北間HVDC＋東北東京間連系線増強の概要

北海道→東北
120万kW

東北→東京
1,028万kW

【増強前】

効 果：北海道～東北 連系容量を200万kW拡大
（北海道・東北北部からの東京への送電容量の増加量は＋60万kWに留まる）

＜連系線容量＞

東北地内ﾌｪﾝｽ
630万kW

【増強後】

北海道→東北
320万kW

（+200万kW）

東北→東京
約1,090万kW以上

東北地内ﾌｪﾝｽ
690万kW

（+60万kW）

＜連系線容量＞

送電ネック

東北東京間第三連系線新設
・500kV昇圧：中越幹線、中越変電所
・500kV送電線新設：約65km、他

◼ 北海道-東北間の連系容量は、HVDC新設により200万kWの拡大が期待できる。
一方で、東北地内フェンスの系統安定度制約により、東北東京間第三連系線を新設しても、
北海道・東北北部から東京への送電容量の増加は限定的(＋60万kW程度)となる。

HVDC:2GW新設

※交流系統の容量は現時点で想定される電源稼働・需要の条件に基づき算定した値であり，将来の電源の動向等により変わる可能性あり



14

[A案]北海道-東北-東京間
HVDC新設

[C案] 北海道～東北間HVDC
東北東京間第三連系線

(参考)将来：A案＋C案
＋東北地内増強(系統安定度対策)

系統構成
工事内容

送電容量
拡大効果

① 320万kW（+200万kW）
(② 630万kW)
③1,228万kW（+200万kW）

① 320万kW（＋200万kW）
② 690万kW（＋60万kW）
③1,090万kW以上

① 320万kW（＋200万kW）
② 1000万kW以上(精査要)

③ 1300万kW以上(精査要)

全体の系統構成案の比較

◼ 今回の整備計画は、北海道や東北の再エネの電気を大消費地の東京へ送電できる容量を拡
大することが目的であることから、送電容量の拡大効果を踏まえるとA案が合理的ではないか。

◼ なお、今回Ａ案を実施したうえで、将来的には、段階的に地内増強を含めて各増強を進めてい
くことは、マスタープランの長期展望とも整合している。

・北海道-東北-東京間HVDC新設
±500kV2GW、海底ケーブル約800km

・北海道-東北間HVDC新設
±500kV2GW、海底ケーブル約480km
・東北東京間第三連系線新設約65km
中越幹線昇圧ほか

①

②

③

①

②

③

①

②

③

左記に加えて
東北地内にて系統安定度対策を実施
（送電線増強・地内500kVループ化）



15

①連系線ルート/方式（海底直流送電等）



16（参考）連系線ルート/方式（海底ケーブルルート等の検討の進め方）

第70回広域系統整備委員会(2023年9月22日)資料2

◼ HVDCの海底ケーブルルート等は、国における実地調査等のデータをもとに、以下のステップで
検討を行った。



17（参考）海底ケーブルルートの調査結果

第72回広域系統整備委員会(2023年12月8日)資料1-2



18（参考）防護方法選定の基本的な考え方

第71回広域系統整備委員会(2023年11月10日)資料1-1



19（参考）漁具に対する主な防護の考え方

第71回広域系統整備委員会(2023年11月10日)資料1-1



20（参考）大型船舶の錨に対する防護の考え方

第71回広域系統整備委員会(2023年11月10日)資料1-1



21（参考）ケーブルルート・工法・構造の検討ステップ

第71回広域系統整備委員会(2023年11月10日)資料1-1

◼ 海底ケーブルルートの調査結果と防護方法の選定の考え方をもとに、ケーブル布設のスパン割
設定、必要に応じてケーブル仕様の見直しを行い、工事費・工期を算出する。
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22%

32%

42%

1%

3%

二重鉄線

埋設＋砕石

埋設

砕石

鋳鉄製防護管

◼ 前述の「防護方法選定の基本的な考え方」等をもとに、防護方法を選定した結果は以下のと
おり。漁具や大型船舶の錨などによる損傷リスクの低い区間（灰色部分、22%）では二重
鉄線のみによる防護を採用。その他の区間では、損傷リスクを踏まえた防護方法を追加した。

◼ 「埋設＋砕石」と記載した部分（橙色部分、32%）は、現段階の調査結果に基づき、堆積
層厚の不透明性を踏まえ「埋設＋砕石」と設定している。なお、今後の追加調査等により、堆
積層厚（1.5m以上）を確認できた区間は「埋設」のみに見直すことが可能。
なお、全体の32%の長距離に亘って砕石防護としており、長距離の砕石防護については国内
実績がないことから、海外事例などを参考にしながら工事費・工期を算定する。

防護方法の選定結果について

ルート案の防護方法選定結果
(北海道(後志)～新潟 約800km)

埋設＋砕石で防護（追加調査により、
一部は埋設防護に見直す可能性あり）
工事費・工期算定中



23今後のスケジュール

◼ 本日の議論により系統構成案及びHVDCケーブルの敷設・防護方法等の条件が整理できたこと
から、次回以降の本委員会にて、工事費・工期等についてご審議いただくこととしたい。
（出所）第52回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料2

2023年度 2024年度

9 10 11 12 1 2 3

広域系統整備委員会

東地域作業会 ▼9/6

★71回

▼10/10

★72回

連系線ルート/方式
（海底直流送電等）

交直変換装置

直流と交流の連系地点

地内系統増強

対案比較設備構成案
の整理

方向性

増強方策案
とりまとめ

（工期・工事費等）

各エリアの地内増強検討

ルート・工法・構造検討

★70回 ★74回 ★75回 ★77回

■今後のスケジュール（案）

周波数影響評価など

連系方法検討

海域実地調査ほか

費用便益評価

基本要件
（案）

事業実施
主体・実施
案の募集・
評価・決定

整備計画
の策定

ファイナンス等のリスク評価 プロジェクトのリスクと対応方策

陸上の直流、架空交流による送電ルートとの比較

★73回

▼10/25 ▼11/21 （開催時期は今後調整）▼12/14 ▼1/10 ▼1/24

★76回



24整備計画具体化に向けた作業会の実施状況（報告）
各作業会の主な議題を報告

第14回 東地域作業会（11/21）

第15回 東地域作業会（12/14）
・課題の検討状況及びリスク抽出
・地内系統整備について

など

第16回 東地域作業会（1/10）
・課題の検討状況及びリスク抽出
・基本要件における工事費算出方法について
・海底直流送電の保険手配に必要な情報について

など

第17回 東地域作業会（1/24）
・課題の検討状況及びリスク抽出

など


